
令和 2 年 9 月

令和 3 年度 令和 7 年度

１．事業概要

（１）

人

年

㎡ 台

年

㎡ 台

（２）料　金　形　態

（３）現在の経営状況

普通駐車

営 業 時 間

浜田市駐車場事業経営戦略

事　業　形　態　等

事 業 開 始 年 月 日
①昭和46年3月1日
②平成16年4月1日

1月あたり5,000円／区画
1時間あたり100円

24時間ごと上限1,600円
30分以内の利用は無料

1時間あたり200円
24時間ごと上限1,600円
30分以内の利用は無料

立体式

立 地 駅
建設後（建替後）の経過
年 数

29

料 金 形 態 の 考 え 方

施 設 名

種 類 届出駐車場 構 造 広場式

立 地

40

1

条例に定める額の範囲内で、指定管理者が近隣の動向等を勘案し設定

　別紙「経営比較分析表」のとおり

①栄町駐車場

②道分山立体駐車場

指定管理者制度 　利用料金制民 間 活 用 の 状 況

駐 車 場 使 用 面 積 6,458 収 容 台 数 245

区分 定期駐車

1月あたり8,000円～12,000円／区画

②道分山立体駐車場

種 類 届出駐車場 構 造

0時～24時（24時間営業）

①栄町駐車場

-

駐 車 場 使 用 面 積

職 員 数

団 体 名 ： 浜田市

事 業 名 ： 駐車場事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

法非適

料 金 改 定 年 月 日
(消費税のみの改定は含まない)

法適(全部適用･一部適用)
非 適 の 区 分

営 業 時 間 0時～24時（24時間営業）

①栄町駐車場
②道分山立体駐車場

平成26年7月1日

1,341 収 容 台 数

その他
建設後（建替後）の経過
年 数



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別紙のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資について

②　収支計画のうち財源について

③　収支計画のうち投資以外の経費について

①　今後の投資について

②　今後の財源について

③　投資以外の経費について

４．公営企業として実施する必要性など

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

公共施設再配置実施計画では「民間移管」。状況に応じて計画の修正等を行う。

委 託 料 指定管理者制度（利用料金制）導入済

管 理 運 営 費 指定管理者制度（利用料金制）導入済

そ の 他

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

　両駐車場とも中心市街地に立地し、駅や宿泊施設、近隣店舗等の駐車場として利用されて
おり、それらの集客力を高めることや道路交通円滑化を図るための機能を有している。

　特になし

修繕箇所を整理し、計画的に投資（工事・修繕）を行う。投 資 の 平 準 化

公営企業として実施す
る 必 要 性

　駐車場事業を継続的に運営することで、道路交通の円滑化を図るとともに、来訪者の利便
性を向上させ、中心市街地の活性化を図る必要がある。

そ の 他 の 取 組 　-

料 金 利用状況や近隣駐車場の動向をふまえ検討する。

企 業 債

繰 入 金 計画なし

計画なし

民 間 活 用 指定管理者制度（利用料金制）導入済

利用者増加に向けた取組 引き続き指定管理者と協力し、利便性の向上を図り、利用者増加に向けた取組を実施する。

　指定管理者納付金が主な収入となる。
　　　令和3年度　26,610,000円
　　　令和4年度　25,665,000円　以降未定

　指定管理者と連携を図り、施設の延命化を図るとともに、円滑な運営が行えるよう、今後の工事や修繕について検討
を行う。

・道路交通の円滑化
　駐車場施設を整備することで、自動車を利用する者の利便に資するとともに道路交通の円滑化を図る。
・商業支援・観光活性化
　周辺商業施設への買物客や事業者の駐車場として市内の商業を支援するとともに、観光客の駐車場として市内観光産
業の活性化を図る。
・経営基盤の安定
　安定経営を図るため、指定管理者と連携して、利用料金収入を維持する。
・質の高いサービスの提供
　利用者ニーズを的確に把握し、顧客満足度向上に努める。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

1 (A) 33,112 32,545 32,515 31,132 29,833 28,030 28,030 28,030

（１） (B) 33,087 32,520 32,488 31,102 29,803 28,000 28,000 28,000

ア

イ (C)

ウ 33,087 32,520 32,488 31,102 29,803 28,000 28,000 28,000

（２） 25 25 27 30 30 30 30 30

ア

イ 25 25 27 30 30 30 30 30

２ (D) 10,663 9,005 11,216 9,748 9,522 8,428 8,428 8,428

（１） 9,619 8,233 10,720 9,534 9,522 8,428 8,428 8,428

ア

イ 9,619 8,233 10,720 9,534 9,522 8,428 8,428 8,428

（２） 1,044 772 496 214

ア 1,044 772 496 214

イ

３ (E) 22,449 23,540 21,299 21,384 20,311 19,602 19,602 19,602

1 (F) 380 106

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７） 380 106

２ (G) 22,779 22,291 21,379 18,854 781

（１） 5,820 5,060 3,870 1,000

（２） (H) 16,959 17,231 17,509 17,789

（３）

（４） 65 781

（５）

３ (I) △ 22,399 △ 22,291 △ 21,273 △ 18,854 △ 781

本年度
(予算額）

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
本年度

(予算額）
令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

(J) 50 1,249 26 2,530 19,530 19,602 19,602 19,602

(K) 2,921 51 27 2,530 19,530 19,602 19,602 19,602

(L) 2,896 26 1

(M)

(N) 25 1,224

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 33,087 32,520 32,488 31,102 29,803 28,000 28,000 28,000

（T)

(U)

(V) 33,087 32,520 32,488 31,102 29,803 28,000 28,000 28,000

(W)

(X) 52,528 35,297 17,789

○他会計繰入金

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

113.2 113.1 313.3収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 119.9 124.0

令和
7年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度
(予算額）

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

332.6 332.6 332.6

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額



グラフ凡例
当該施設値（当該値）

類似施設平均値（平均値）

平成30年度全国平均

経営比較分析表（平成30年度決算）
島根県浜田市　浜田市栄町駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡)

無 1,341 ■

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ３Ｂ１ 非設置 商業施設

－

該当数値なし 都市計画駐車場 届出駐車場 広場式 47 40 100 利用料金制 【】

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
・収益的収支比率は132.2%と昨年から微増してお
り、通常の維持管理経費は駐車場使用料収入（指
定管理者納付金）で賄えている。
・売上高GOP比率については、平成28年度に駐車場
機器一式を更新したためマイナスとなったが、大
きな修繕も無く前年度より10.1%増加した。

H26 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30H29 H30 H26

当該値 206.2 180.2 111.6 120.3 132.2

H26 H27 H28

2. 資産等の状況について
平均値 385.5 419.4 371.0 509.2 449.1 平均値 3.5 3.2

当該値 210.0 192.5 192.5 182.5 167.5当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

276.6 274.8 277.2 ・借入金もなく、今後大規模修繕や設備投資を行
う予定もないため、将来的な民間譲渡の可能性も
含めた経営方針を検討していく。

3. 利用の状況について
・稼働率は167.5%で昨年より15％減少した。周辺
に民間の月極駐車場が増えつつあり、今後利用者
のニーズを把握し、稼働率向上に向けた取組を進
めていくことが必要である。

H28 H29 H30

2.資産等の状況

2.9 6.0 3.8 平均値 252.8 269.0

H27 H28 H29 H30 H26 H27H26 H27 H28 H29 H30 H26

772 737 1,087当該値 51.5 44.5 △68.1 14.0 24.1

平均値 23 22 16 21 17

当該値 2,103 1,790当該値 0 0 0 0 0

平均値 7,496 6,967 7,138 8,131 8,024平均値 40.7 38.2 34.6 37.6 33.2

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
・本駐車場については、維持管理経費が大きくな
いため、一定の稼働率を確保すれば安定した経営
が可能と考えられる。
・利便性や稼働率の向上が図れるよう指定管理者
等と連携して管理運営を行う必要がある。

3,406

⑧設備投資見込額(千円)

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30H29 H30

 0.0 0.0 0.0 当該値 0.0当該値     
0

H26 H27 H28

平均値   

 当該値    

平均値      

0.0

59.2 62.4 82.7   平均値 78.4 70.5

0

100

200

300

400

500

600

①収益的収支比率(％)
【297.1】
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60
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⑩企業債残高対料金収入比率(％)
【103.6】

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

⑨累積欠損金比率(％)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

⑥有形固定資産減価償却率(％)

0

1

2

3

4

5

6

7

②他会計補助金比率(％)
【5.3】

0
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③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【30】
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50
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⑪稼働率(％)
【199.3】

-80

-60

-40

-20

0

20

40
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④売上高ＧＯＰ比率(％)
【26.3】

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

⑤ＥＢＩＴＤＡ(千円)
【16,102】

該当数値なし 該当数値なし



グラフ凡例
当該施設値（当該値）

類似施設平均値（平均値）

平成30年度全国平均

経営比較分析表（平成30年度決算）
島根県浜田市　浜田市道分山立体駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡)

無 6,458 ■

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ１Ｂ１ 非設置 商業施設

－

該当数値なし 都市計画駐車場 届出駐車場 立体式 27 245 200 利用料金制 【】

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
・収益的収支比率111.9％と昨年から1.8%増加して
おり、通常の維持管理経費は駐車場使用料収入
（指定管理者納付金）で賄えている。
・売上高GOP比率については、平成28年度に泡消火
設備を更新したためマイナスとなったが、同程度
の水準で推移している。

H26 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30H29 H30 H26

当該値 112.0 102.9 97.0 110.1 111.9

H26 H27 H28

2. 資産等の状況について
平均値 172.3 218.5 151.2 212.4 241.8 平均値 5.7 4.7

当該値 94.3 95.9 94.3 109.8 111.4当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

139.7 139.3 136.3 ・本駐車場は平成3年に建設され、随所で老朽化が
みられるため、随時改修・補修を行っていく。
・企業債残高は、平成30年度末現在で52,529千円
となり、企業債残高対料金収入比率は前年より減
少し111.2%となった。

3. 利用の状況について
・稼働率は111.4%となり、昨年とほぼ同程度の水
準で推移している。
・周辺のホテル建設や、隣接する石央文化ホール
のイベント開催状況などにより、利用者の増減が
大きく影響を受けるため、関連施設と連携して利
用促進を図る必要がある。

H28 H29 H30

2.資産等の状況

4.0 2.4 2.3 平均値 136.7 138.9

H27 H28 H29 H30 H26 H27H26 H27 H28 H29 H30 H26

15,169 22,209 23,062当該値 55.0 46.6 △100.9 48.4 48.0

平均値 48 46 39 25 24

当該値 22,371 19,182当該値 0 0 0 0 0

平均値 44,860 37,496 31,888 13,314 23,300平均値 33.6 33.2 29.6 29.2 30.4

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
・収益的収支比率については、令和3年度に企業債
の償還が終了することから、令和4年度以降は数値
の一層の改善が見込まれる。36,447

⑧設備投資見込額(千円)

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30H29 H30

 227.5 152.3 111.2 当該値 292.6当該値     
0

H26 H27 H28

平均値   

 当該値    

平均値      

250.1

239.6 224.1 155.2   平均値 254.0 280.0
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①収益的収支比率(％)
【297.1】
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⑩企業債残高対料金収入比率(％)
【103.6】
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⑨累積欠損金比率(％)
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